  3.　避難所を女性視点で見直す　

	

	【問題提起】

①　生活空間としての課題

　　女性からみた避難所の問題は、何と言ってもプライバシーの確保と、トイレ、浴室等の衛生の確保と安全の保障です。まず生活空間となる避難所の環境が適切に計画・整備されていたかみてみましょう。

　　被災者は、避難所として指定されていないところも含めて様々なところに避難しました。その中で、一般に避難所になっている学校の体育館や公共のスポーツセンターのようなところでは、プライバシーの確保が性別を問わず必要です。特に若い女性の場合、着替えをする時や、就寝の安全、生理時の処置の際など、とりわけプライバシーの保護が必要です。また赤ちゃんの授乳時には胸をはだけますので、他人の視線を気にせずしたいものですし、妊娠している女性はゆっくり休みたいものです。女性たちがこのようなことで苦しんでいることをまず認識し対応する必要があります。阪神・淡路大震災ではほんの一部の避難所ですが、ダンボール等で仕切りが設けられました。東日本大震災ではその必要性が認識され、種々の方法による仕切りが広がったとはいえ、依然として仕切りがないところが多くありました。「仕切りなんかいらない、ここは一家なんだ、ちゃんと見えたほうが悪さをしないんだ」という男性リーダーの声が強く、女性たちの要望は聞き入れられなかった、といったことも報告されています。

　　但し、仕切りによりプライバシーが向上したものの内部が見えなくなり、痴漢や窃盗が起こったところもありました。仕切りの付け方も考えて設置する必要があります。また、乳幼児をもつ女性の中には厳しい環境の中で子どもが落ち着かず、子どもの泣き声や行動に対して周囲に気を使い苦しい思いをしたり、避難所を利用できなかった人もいました。

②　トイレの課題

　　また、トイレの問題は状況に応じて男女別に使用できるように最初から対処する必要があります。早期に簡易水洗仮設トイレを設置し、清掃と監視のために管理人をおいたのはよかったのですが、管理人が男性であったため、女性は日中でも入りにくく、ましてや夜間は大変抵抗があり、我慢をしていました。また女性性器の特徴から衛生的に保つ必要がありますが、対応によっては非常に困難でした。また、女性トイレの数が少なく、混雑することもありました。

③　場所の課題

　　さらに、大規模な避難所では不特定多数の人々が利用することになるので、「暗がり」や「死角」は性犯罪やその他の犯罪が起こりやすく女性が被害を受けます。そうした空間をつくらないことが重要です。

④　洗濯の課題

　　避難が長期化する中で洗濯が必要になりますが、特に女性の下着の洗濯と干場には非常に神経を使います。

　　これらについては、避難所の環境整備基準がはっきりしていなかったことも、改善の遅れにつながったと言えます。

	


【処方箋－１】避難所におけるプライバシーを確保する（第１部5.参照）

　避難所は災害救助法に規定されており、仕切り（パーティション）のリース費用も見込まれています。仕切りにはいくつかの方法があると思われますが、避難所開設から設置することを、市町村の防災計画、ガイドライン、避難所開設マニュアル等に盛り込み、仕切りの備蓄や制作・提供者やリース先との協定を結ぶことが必要です。

　その際、大規模な避難所（体育館等）では、10～20人程度にグルーピングを行い、利用者の自然な監視の目がゆくように配置することも、あらかじめ避難場所に併せて明記すべきです。

【処方箋－２】生活空間として避難所を改善する（第１部5.参照）

①　男女別トイレの設置と衛生管理と運営

　　避難所開設と同時に、トイレは男女別に使用できるようにし、トイレの出入口が暗がりにならないよう、夜間の照明対策を行います。被災状況によりますが、上下水が被害を受けて使えない場合は、簡易仮設トイレの設置を行い、男女別に配置します。また、トイレの個室数について、スフィア・プロジェクト（序章16.参照）では「女性用と男性用のトイレの個室数の比率が３：１となるように計画する。可能であれば、男性用小便器も設置する。」とありますが、せめて２：１に近づけ、女性便器を多く設置すべきですし、衛生的に利用できるように水洗と手洗いの水の確保も必要です。これらも市町村の防災計画、ガイドライン、避難所開設マニュアル等に盛り込むべきです。

②　男女別洗濯場と洗濯干場

　　洗濯場と洗濯干場は男女別に設置することを、市町村の防災計画、ガイドライン、避難所開設マニュアル等に盛り込むべきです。

③　入浴の確保

　　入浴は避難して落ち着いてくると切実な要求になり、健康、疾病対策にも重要です。避難所に仮設入浴サービスを導入する他、近隣の入浴施設や温泉地の利用も考えておくべきです。

④　照明の設置

　　不特定の人々が利用している避難所では、匿名性の高い空間が多く、互いに無関心になり、そこで犯罪（性暴力を含む）が発生しやすい環境となります。したがって、女性や子どもが利用する場所は勿論のこと、犯罪を誘発するような人目の無い場所や暗がりには照明設備をつけたり、立ち入らせないといった対応が必要です。このことは男性にはなかなか気付かないことです。

⑤　乳幼児をもつ女性（家族）への配慮

　　乳幼児をもつ女性（家族）に対しては、安心して利用できるように仕切った空間を用意したり、別室を用意するなどの配慮が必要です。

⑥　居住性をあげるための簡易ベッドの使用

　　床に敷物や布団を敷いて寝るのは、冬季は厳しく、寝起きする動作の負担も大きいため、特に高齢者や障害者等が利用できるように、簡易ベッドを用意すべきです。

【処方箋－３】女性の居場所を確保する

　避難所の規模や構造にもよりますが、女性が安心して着替え、授乳し、妊婦はゆっくり休み、将来の不安や悩みを癒し、相談できる拠点を開設することは重要です。空間に余裕がなければ、固定的な場所ではなく、集会所等のスペースを定期的に確保するだけでもよいでしょう。

　また、女性関連施設や女子校、女子大学等は、女性支援に特化した利用も考えられます。各地の男女共同参画担当部局との連携で防災計画において検討されるべきです。

【処方箋－４】避難所の環境整備基準を地域防災計画・個別マニュアル等で定める

　災害時の避難所の環境整備のあり方について、緊急対応時にあっても「人間の尊厳を守る」ことを理念として、方針や留意点を地域防災計画に定義し、さらに避難所マニュアルに具体的に記述することで、対応がより確実になるでしょう。被災直後はうまく対応できなかったとしても、マニュアルがあれば、たとえ厳しい運営状況であっても必要な改善の方向性を早期に被災者間で共有し、具体的に対策を進めていくことが可能です。

　さらに、避難所運営にかかわることになる、周辺地域の住民組織にも、避難所運営マニュアルを使った学習や訓練をしてもらうことで、実効性はより高まります。

	

	【問題提起】

　災害時の女性の視点に立った対応の必要性は、避難所運営でも同様です。ここでは前述した（第２部2.参照）物理的環境以外の課題について、以下３つの領域に沿って問題提起を行います。

⑤　ニーズ対応（物資不足・固定的性別役割による負担増・心身の健康）

　ア　物資の不足と管理

　　　被災者の生活には多様な物資が必要とされますが、中でも、女性と、育児・介護に必要な物資については、そもそも備蓄がほとんど無い、安定的な供給に時間がかかる、細かいニーズについてはなかなか対応がなされない、といった状況が起こります。これは、広域における物資のニーズ把握と供給体制自体にも問題がありますが、避難所についていえば、ニーズの把握体制と、物資の管理・配布体制という２つの問題があります。

　　　避難所の生活においては、がまんが美徳とされ、個別のニーズを口に出しづらい抑圧的な環境が生じます。そうした中で、女性が必要とする生理用品や下着（サイズが非常に多岐にわたる）については、人前で要望を出しづらく、特殊なニーズは発言しにくくなります（妊産婦用の衣類やおんぶ紐なども含む）。特に、避難所のリーダーや物資担当者のほとんどが男性となる傾向にあり、結果として女性・育児・介護に関する要望がうまく理解されにくいということも起きます。

　　　こうしたことから、多様なニーズがあること自体が表面化されず、外部への要望の発信につながらない、避難所に必要な物資が届いていてもうまく配布されない、女性が必要としている物資の提供の申し出も避難所リーダーによって断られてしまう（アレルギーをもつ人用の食品や化粧品など）といったことが起こります。

　　　さらに、物流が十分に回復しない状況においては、在宅で避難する被災者に対しても食糧や物資を提供する必要が生じますが、避難所に集積される物資の取扱いに関するルールがあいまいなため、在宅避難者がオムツ等を避難所へもらいにいって断られる、といったことも起こりました。

　　　特に、寝たきりの高齢者や体の不自由な障害者などは避難所に移動することさえできず、自宅にとどまらざるを得ない状況が多く見られました。また、自宅が無事でも、必要な食料や物資が手に入らないため、仕方なく避難所で暮らす人もおり、避難所の混雑に拍車をかけます。このように在宅避難者支援も避難所の問題と切り離せません。

　イ　固定的性別役割（介護、子育て、避難所の炊事等の負担の増加）

　　　災害時には増大する家事等の負担が、主に女性たちに重くのしかかることが明らかになっています。ガス・水道・電気などのライフラインが途絶しただけでも、食事・家族の衛生管理・育児・介護などの負担は著しく増大します。さらに、保育所・学校などの育児・教育機能や、ホームヘルパーの派遣・デイサービス・訪問介護などの福祉サービス機能が停止もしくは著しく低下した場合、こうした家族のケアにおける負担は、さらに過酷さを増し、介護を受ける当事者の困難も増大します。

　　　避難所にもこうした固定的性別役割が持ち込まれ、長期化する避難生活下で、女性たちが朝から晩まで食事の支度や清掃等に追われ、疲弊しました。自宅の様子を見に行ったり、体を安ませることもままならない状況です。また避難所で生活する女性の中でも育児や介護など、ケアすべき家族がいる場合には、家族の世話と避難所の世話の両方がプレッシャーとなります。

　ウ　心身の健康

　　　避難所で一般的にみられる症状としては、高血圧・高血糖・ぜんそくなどの慢性疾患の悪化、肺炎・インフルエンザ・感染性胃腸炎、便秘、低栄養や不活発病、介護者不足による褥瘡形成などに加えて、ストレスの蓄積・不安・不眠などが見られました。また、女性特有の症状としては、デリケートな部分の衛生を保持できないことが原因となった、膀胱炎・外陰炎・膣炎なども見られました。

　　　避難所では女性被災者のほうが、全般に抑うつ傾向が見られたという報告があるのと同時に、特に責任のある立場の男性がストレスをためる傾向もみられました（自治体職員や救援機関の職員、地域リーダー、企業の管理職など）。

⑥　安全・安心（暴力問題とその防止）

　　災害や紛争時に、女性や子どもに対する暴力が増加することは、世界的にも明らかになっており、国際的な人道支援マニュアルにおいても、女性と子どもの安全対策は、実施が大前提となっています。

　　ＲＴが実施した暴力事例調査によると、東日本大震災被災地の避難所においても実際に、強姦、体をさわる、子どもの下着を脱がせるといった性暴力事例や、盗撮、わいせつな本・写真などを見せるといった事例があったことが報告されています。

　　実際、避難所の中には、「女性と子どもは１人でトイレに行かないで」といった暴力防止に関する啓発文書が掲示されていた例もあります。しかし、女性と子どもにのみ責任を押し付ける方法では、根本的な解決にはならず、むしろ暴力を放置・助長してしまう可能性が高まります。

　　避難所という環境は、放置しておくと人権意識が全体に低下し、犯罪にさらされても訴えにくい厳しい環境をもたらしますので、暴力防止のため考えられるあらゆる対策が講じられる必要があります。

⑦　女性の参画（責任ある立場への参画の確保）
　　避難所運営においては、男性が責任者になっている場合がほとんどであったため、女性が運営方針や物事を決める・ニーズを把握するといった、意思決定の場に参画する機会を持つことが難しかったのが現状です。そのため、(ア)ただでさえ被災した女性たちが自分たちの要望を責任者に伝えにくい状況に拍車をかけた、(イ)外部の支援者も少数の男性リーダーを通じてしか連携ができなかったため、潜在的なニーズに対応できなかった、(ウ)実際各地の避難所で、更衣室や授乳室などの設置といった環境改善が、早期にはできなかった、などの問題がありました。

	


【処方箋－５】物資・固定的性別役割による負担増・心身の健康といったニーズに対応する

①　物資の不足と管理

　　避難所の責任者や物資担当者に男女両方が入って被災者ニーズに対応することが必要です。

　　また人前で出しにくい女性のニーズや、子育て・介護に必要なもののニーズについては、アンケートを取り、部屋やフロアごとに女性リーダーを立ててニーズの集約を行うべきです。

　　さらに自治体として、自宅での備蓄努力を前提に、物流が長期間回復しない場合は、在宅避難者が必要とする物資の提供も可能とするなど在宅避難者に対する物資の提供のあり方について方針を明確に定め、避難所マニュアルにも明記しておくことで、トラブルを起こさずに必要な人への対応を可能とします。

②　固定的性別役割（介護、子育ての他、避難所の炊事等の負担）

　　避難所の炊事や掃除の負担は、女性や一部の人にのみ荷重がかからないように役割分担を前提とし、男女問わず参加する、班をつくってローテーションを組む、などの工夫がなされるよう、避難所運営マニュアルや地域防災活動上で工夫します。

　　子どもの預かり支援を実施することも重要です。支援体制が整わない時期においては、被災者同士で子供の預かり合いを行い、その後は、行政、保育所、災害ボランティアセンターや子育て支援団体等が連携しあいながら、預かり支援が実施できるよう、あらかじめ防災計画上で対策を講じておくようにします。

　　避難所への介護職員等の派遣についても、あらかじめ体制を整えておきます。また、在宅避難をしている要援護者とその介護者、育児中の親の支援を対策に入れるようにすべきです。

③　心身の健康

　　ハード面での環境整備は、あらかじめ女性に配慮して行われるようにする必要があります（女性専用スペース、男女別更衣室、男女別トイレの設置、安全確保など）。

　　また、女性・子ども・寝たきりや障害を持った人の衛生面に配慮したり、女性の医療従事者や相談員の派遣・巡回訪問を実施すべきです。

　　さらに相談窓口開設や、相談先情報の提供、避難所運営責任者の負担の分散・軽減のための体制づくり、行政職員、医療従事者、地域リーダー、災害支援ボランティアスタッフなど、長期に災害支援に携わる支援者のための支援（休息場所や休息時間の確保、精神的ケアなど）も予め検討しておく必要があります。

【処方箋－６】治安・暴力問題にしっかりと対応する

　第１に、ハード面での安全対策を徹底させ、犯罪が起こりにくい物理的環境を作ることが求められます。その際、被害の当事者となることが多い女性や子どもの意見を聞いてどこがどのように不安か、実際にどういう状況で危険に遭いそうになったかなど環境整備を行うことが大切です。避難所運営の責任者にも女性がしっかり入り、取り組むことができるようにします。

　第２に、避難所の被災者・関係者全体に対して、暴力は絶対に許さない、というメッセージをしっかりと発信することが重要です。

　第３に、避難所内に相談窓口を設置したり、女性や子どもが相談できる人が（女性警察官や女性の医療職・相談員など）巡回するといった支援体制づくり、暴力を受けた際の専門の相談先の情報提供や関係機関同士の連携といったことを積極的に実施し、暴力の抑止とリスクの早期発見、事件が起きた場合にすぐに専門機関へつなげることができるよう、環境を整えることが必要です。

　第４に、被災者支援にかかわる人たち（自治体職員・警察・医療従事者・相談員・支援ボランティア団体のスタッフ・地域リーダーなど）に対する、平時からの災害時の暴力問題と防止に関する研修の実施も大切です。

【処方箋－７】避難所運営や地域防災組織で、女性の参画を促進する

（避難所運営に関する研修・訓練、女性のエンパワメントについては第２部13.を参照）

　地域住民による避難所運営組織や自主防災組織、町内会、自治会などの地域防災組織、さらには自治体の危機管理担当者にも、女性がきちんと入ることができるよう、政策的に促進することが大切です。避難所運営にあたることになる、地域住民・自治体職員・施設関係者で、あらかじめ避難所運営のための組織をつくっておき、そこに女性も必ず参画するよう、避難所運営マニュアルに明記している自治体もあります。

　日常から女性の参画を進めなければ、災害時に女性の立場で意見を言う・対等に避難所運営に参画するということが難しくなるので、平時の体制作りが不可欠です。併せて、担い手となる女性の人材育成も重要となります。
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